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令和５年度第 2回子ども子育て会議＿資料 2  

令 和 ５年 1 2 月 1 3 日 

子ども家庭総合支援センター支援課 

 

児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う「こども家庭センター機能」等について 

 

改正児童福祉法において、「子育て世代包括支援センター」と「子ども家庭総合支援拠点」の

設立の意義や機能は維持した上で、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を

行う機能を有する「こども家庭センター」の設置が市町村の努力義務とされた。 

今回は、国の示す「こども家庭センター」の概要と、設置に向けて区の状況を踏まえた検討の方

向性について下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 国が示すこども家庭センターについて 

（１） 概要      別添１ 参照 

（２） 整備イメージ 別添２ 参照 

 

２ 板橋区における状況 

 

３ 検討の方向性  

  ① センター長をトップとした母子保健と児童福祉双方への指揮命令系統の確立 

  ② 統括支援員（母子保健と児童福祉双方について十分な知識をもつ者）を中心とした専門

職による一体的な支援を行う体制を構築 

  ③ 合同ケース会議等やサポートプランを利用した特定妊婦、乳幼児、児童への切れ目ない

支援の実現 

  ④ 出張相談、合同家庭訪問、オンライン相談の活用などによる区民の利便性の向上 

子ども家庭総合支援センター（R4.4～） 
健康福祉センター 

（子育て世代包括支援センター） 支援課 
（子ども家庭総合支援拠点） 

援助課 
（児童相談所 R4.7～） 

子ども家庭支援員 保健師 

その他、事務職員等 

児童福祉司 児童心理司 保健師 

常勤弁護士・虐待対応強化専門

員(警察 OB)・ 

人材育成専門員・ 

養育家庭専門員・ 

非常勤医師・事務職員等 

 

 一体的運営 

連携・協力 

保健師 栄養士 歯科衛生士 

その他、事務職員等 

こども家庭センター機能 

指揮命令営系統の確立、統括支援員配置などによる体制強化 

「相談のワンストップ化」「迅速できめ細やかな支援」の実現 妊産婦・乳幼児等の実情を把握

等 
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  国が示すこども家庭センターの概要 別添１ 

【区における検討の方向性】令和６年度時点では、支援課と健康福祉センターの連携を軸に国の示す一体的な支援の提供ができる体制の 
構築を進め、機能としてのこども家庭センターの実現を図る。 
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  国が示すこども家庭センターの整備イメージ 別添２ 

【区における検討の方向性】先ずはこども家庭センター機能として専門職の連携による一体的な支援を実施しつつ、児童館等と連携した
「地域子育て相談機関」のあり方の検討、５健康福祉センターへの窓口の拡充等の検討を進めていく。 


